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令和４年度新潟県多面的機能支払制度第三者委員会 

議事概要 

 

 

１．日時 

令和５年３月２２日（水曜日）９：３０～１１：３０ 

 

２．場所 

新潟県自治会館第２研修室 

 

３．出席者 

別紙のとおり 

 

４．議事概要 

（１）令和３年度の多面的機能支払交付金の取組状況について（資料１） 

＜取組面積の拡大について＞ 

○森井委員長 

・ 全体的に、取組面積やカバー率の状況は評価できると考えてよいのではない

か。ただし、最近取組面積の伸びが鈍化しているので、取組を止めることを考え

ている組織への対応を考えていくべき。 

 

○坪谷委員 

・ 非常に使い勝手のいい制度なので、カバー率が 75％というのはもったいない。

取組んでいない地域を拾い上げることがもう一つの課題。 

・ 最初の一歩を踏み出すには事務の委託も可能なように近隣の広域組織に引っ張

り込んでいくような形が一番望ましい。 

 

○森井委員長 

・ まだ取り組んでいない地域に活動組織が声掛けする仕組み、逆に活動組織に相

談する仕組みがあまりない。取り組んでない地域が、本制度のいい点や必要性を

認識するような呼びかけが必要。 

 ・ カバー率 75％は今後も伸び代があるということ。残りの 25％に対する働きかけ

を考えてほしい。 

 

＜多様な主体の参画状況について＞ 
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 〇五十嵐委員 

・ 多様な主体の参画には大都市居住者と農業の関係構築が大きな課題ではないか。 

・ 後継者や高齢化の問題に対して、都会の方に農業に興味を持っていただいて中

山間地域の現場に来ていただくのは絶好の機会。 

 

〇坪谷委員 

・ 高齢化によって事務が大変になってくるので、広域化して事務を委任すること

が解決方法の一つ。 

 

＜生態系保全について＞ 

 〇古澤委員 

 ・ 前年度、中間評価の委員会で出された意見は、今後どのように反映されていくの

か。一つとして、生態系保全の効果に対する評価が全体的に低く、評価のバラツキ

も大きかったので、分析や課題の抽出が必要と意見した。分析によって効果を高

めていくポイントが明らかになるのではないか。例えば、一般的に有機栽培に取

り組む圃場では、そうでない圃場と比べて生物多様性が高い。新潟県における本

制度による生態系保全の効果は、有機農業の導入が進んでいる組織や地域ほど高

いのではないか。その場合、有機農業の導入を推し進めることで、政策の相乗効果

の発揮が期待できる。 

・ 新潟県で有機農業を推進していくためにも、農業経営や環境保全の取組を地域

全体で支えていく本制度となっていけると良い。 

 

〇五十嵐委員 

・ 生物多様性は重要性が高まってきている。専門家派遣制度のようなものを作る

とか、ＪＡや土地改良区と協力して人材を育成していくことが重要ではないか。 

・ 有機農業に興味のある若い方もかなりいる。例えば、中山間地の中で、農家と若

者を繋いでいくような仕組みを考えていけると良い。 

 

〇坪谷委員 

・ 生態系保全や水質保全の活動を実施していくには、旗振り役の存在が重要。 

 

（２）取組の推進に係る活動状況について（資料２） 

＜活動の継続について＞ 

〇山田委員 

・ 活動を取りやめたことで、集落や農地がどのような状況になってしまうのか。そ
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の後の状況を調べることで、活動の継続をさらに訴えることができるのではない

か。 

 

〇森井委員長 

・ 令和５年度に活動の最終年度を迎える組織に対する意向調査のスケジュールを

少しでも前倒ししたほうがよいのではないか。 

 

＜多様な主体の参画について＞ 

○古澤委員 

・ 多様な主体の参画を進める組織にとって、外からの気づきをもらって意識や行

動が変化するという循環ができると良いと思う。 

・ 女性参画に関して、日本では構造的な問題としてジェンダーギャップが生じて

しまっているので、今回の資料において多様な主体の参画の促進の中で、役員と

しての女性の参画とか、農福連携を含めた参画が、明記されていることは大変評

価できると思う。これに関連する点として、今後女性の参画を推進する際は、当事

者の意見・意向をよく聞いて尊重するのが最も重要であると思う。そして、周囲の

人 （々例えば男性）はどのような支援や協力関係を築くことができるかを考え、意

識や行動を変えていけると良いと思う。 

 

＜企業参画・SDGs について＞ 

○五十嵐委員 

・ 企業や若い人をどう巻き込むかという点において SDGs との関連付けは大事。 

・ 農業は生態系サービスを全部供給する重要な部分である。その重要性が SDGs を

通じて一般の人に伝わっていくと良い。 

・ 本県は米を扱う企業も多い。サプライチェーンの中でも SDGs への取組が要請さ

れてくるところがあると思うのでうまく巻き込めると良い。 

 

＜次世代リーダーや担い手について＞ 

○坪谷委員 

・ 本制度で軽微な補修に取り組むことによって、土地改良区の負担が減っている。

活動組織にとっては土地改良区が事務の整理をしてくれる。やはりキーになって

くるのは土地改良区と考えられる。 

・ 土地改良区の負担が減ったことを発信することで、広域化が増えていくと思う。 

 

○五十嵐委員 
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・ コーディネートできる人材を育成していくことも今後は必要かもしれない。 

 

○坪谷委員 

・ 地域の中の農業法人がかなり重要な役割を担っていくのではないか。農業者も

減り活動参加者が減ってきて人数が集まらなくなったときに、地元の農業法人が

水路等の保全管理を担っていかないと困難な地域がでてくるのではないか。農業

法人、農業委員、最適化推進委員の役割がより重要になると思う。 

 

 ○森井委員長 

 ・ 生物多様性や SDGs の理解を通じながら、単に地域だけにとどまらず地球人とし

て、本制度の活動は地球全体にも繋がっていくという視点を取り入れ、多様で多

くの団体の参画を進めていってもらいたい。 

 

以上 

 


